
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．森林の集積・集約化促進対策
民国連携による集積・集約化の促進に向け、国有林による民有林と協調した森林
整備や境界の明確化等を実施するとともに、集積・集約化を支援する人材育成や
集約化に係るノウハウを整理・分析します。
２．林業・木材産業循環成長対策
改正森林経営管理法に基づく集約化構想の作成など集約化に参画・協力する者
による生産基盤強化、需要拡大対策等を支援します。
① 循環型資源基盤整備強化対策等
循環型林業の推進に向け、搬出間伐の実施や路網整備、省力・低コスト再造林
等の取組を一体的に支援するとともに、先進的な林業機械等の導入や苗木の生産
技術・生産性の向上等の取組を支援します。
② 木材需要拡大・木材産業基盤強化対策
木材需要の拡大及び木材産業の基盤強化に資する、木造公共建築物、木材加
工流通施設の整備等を支援します。

３．林業・木材産業金融対策
意欲と能力のある林業経営者が行う機械導入・施設整備等に対する融資の円滑
化を図ります。

（関連事業）燃油・資材の森林由来資源への転換等対策
【令和7年度補正予算額】1,410,000千円

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち
森林集約・循環成長対策
＜対策のポイント＞
木材需要の拡大及び木材需要に的確に対応できる安定的かつ持続可能な供給体制の構築と、それに必要な森林の集積・集約化の推進に向けて、林業
の生産基盤強化や再造林の省力・低コスト化、公共建築物の木造化の推進等の川上から川下までの総合的な取組を支援します。

＜事業目標＞
国産材の供給・利用量の増加（35百万m3［令和６年］→ 42百万m3［令和12年まで］）

令和８年度予算概算決定額 7,994,961千円（前年度 7,033,014千円）
〔令和７年度補正予算額（林業・木材産業国際競争力強化総合対策の一部） 12,446,000千円〕
〔令和７年度補正予算額（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策）5,564,300千円の内数〕

森林の集積・集約化促進対策
○民国連携による集約化の推進・木材供給の加速化
○専門人材の養成や集約化に係るノウハウの整理・分析

林業・木材産業循環成長対策
〇循環型資源基盤整備強化対策（間伐材生産、路網整備・機能強化、省力・低コス
ト再造林、コンテナ苗生産基盤施設等の整備）〇先進的な林業機械等の導入
〇森林整備地域活動支援対策 〇林業の多様な担い手の育成 〇山村地域の防災・
減災対策 〇森林資源保全対策 〇優良種苗生産推進対策
〇木材需要拡大・木材産業基盤強化対策（木材加工流通施設等の整備、木質バイオ
マス利用促進施設の整備、特用林産振興施設等の整備、木造公共建築物等の整備）

林業・木材産業金融対策
〇林業施設整備等利子助成事業
〇林業信用保証事業（木材需要
拡大・安定供給支援林業信用保
証事業、保証活用支援事業、木
材産業等高度化推進資金事業）

使う

育てる 植える

伐る

森林資源の循環利
用の実現に向けた
川上から川下までの
総合的な取組

［お問い合わせ先］ （１の事業） 林野庁森林利用課 （03-6744-2126）
（２の事業）  計画課 （03-6744-2082）
（３の事業）  企画課 （03-3502-8037）

＜事業の流れ＞

国

民間団体等
（市町村、国立研究開発法人森林研究・整備機構を含む）

都道府県 林業経営体等
定額（1/2、1/3以内等）等

定額、委託
※ 国有林においては、直轄で実施 

（２の事業の一部）

（１、３の事業、
２の事業の一部）



令和８年度 林業・木材産業循環成長対策交付金の事業メニューについて
ハード事業

ソフト事業

メニュー名 事業内容等 事業実施主体 交付率 担当課

循環型資
源基盤整
備強化対
策

間伐材生産 不用木の除去、不良木の淘汰、支障木やあばれ木等の伐倒、造材、集材、搬出・
集積及び積込並びに対象森林の調査、森林所有者の同意取付け等

都道府県、市町村、森林整備法人等及び選定経営
体

定額
整備課

路網整備・機能強化
林業専用道（規格相当）の整備、森林作業道の整備、林道等の機能強化、森林作
業道の機能強化、林業専用道（規格相当）の復旧、森林所有者の同意取付け等 都道府県、市町村、森林整備法人等及び選定経営

体 定額、1/2以内 整備課

省力・低コスト再造林
対策

省力・低コスト造林の支援、省力化・低コスト化に必要な機械器具の整備、造林の長
期受委託契約等

都道府県、市町村、森林整備法人等、選定経営体
及び森林所有者

定額（1/2、2/3以
内） 整備課

コンテナ苗生産基盤
施設等の整備

コンテナ苗生産基盤施設等の整備、コンテナ苗幼苗生産高度化施設等の整備、普通
苗かん水施設等の整備

林業種苗法に基づく生産事業者 定額（1/2以内） 整備課

先進的な林業機械等の整備 先進的な林業機械等の導入
都道府県、市町村、森林整備法人等及び選定経営
体

定額（1/2、4/10、1/3、
1/4以内）

経営課

木材需要
拡大・木材
産業基盤
強化対策

木材加工流通施設
等の整備

木材加工流通施設整備、森林バイオマス等活用施設整備 市町村、森林組合、木材関連業者等の組織する団
体及び地域材を利用する法人等

定額（1/2、1/3以内）
木材
産業課

木質バイオマス利用
促進施設の整備

未利用間伐材等活用機材整備、木質バイオマス供給施設整備、木質バイオマスエ
ネルギー利用施設整備

都道府県、市町村、森林組合、林業者等の組織す
る団体、地方公共団体等が出資する法人、ＰＦＩ事
業者及び民間事業者等

定額（1/2、1/3、
15/100以内）

木材
利用課

特用林産振興施設
等の整備

特用林産物活用施設等整備（生産基盤整備、生産・加工流通施設、廃床等活用施
設、獣害対策施設）

都道府県、市町村、森林組合、農業協同組合、農
事組合法人、林業者等の組織する団体、地域材を
利用する法人等

定額（1/2以内） 経営課

木造公共建築物等
の整備

地域材利用のモデルとなる公共建築物の木造化・内装木質化の整備
都道府県、市町村、地方公共団体が出資する法人
等

定額（1/2、15%、3.75%
以内）

木材
利用課

メニュー名 事業内容等 事業実施主体 交付率 担当課

森林整備地域活動支援対策
森林経営計画作成促進のための森林情報の収集、合意形成、既存路網の改良や
森林所有者の探索及び特定、森林境界の明確化

市町村、選定経営体等 定額
森林

利用課

林業の多様な担い手の育成

選定経営体を育成・確保するための、行動規範等の策定、生産管理による工程管
理改善、林業経営体の雇用の改善・事業の合理化、森林施業プランナー育成研修、
造林事業を開始又は自伐型林業等の推進のために必要な研修及び資機材の整
備、林業労働災害防止のための研修等

都道府県、市町村、森林組合、林業労働力確保支
援センター、農業協同組合、農事組合法人、新たに
造林事業を開始する者、林業者等の組織する団体
等

定額（1/2以内） 経営課

林業経営体育成対策(林業機械
リース等支援）

先進的な林業機械等の導入
都道府県、市町村、森林整備法人等及び選定経営
体

定額（1/2、4/10、
1/3、1/4以内）

経営課

山村地域の防災･減災対策 山地防災情報共有体制の整備、山地防災情報の提供等 都道府県 定額（1/2以内） 治山課

森林資源保全対策 森林病害虫の防除、野生鳥獣害の防除及び林野火災予防対策等 都道府県等 定額（1/2以内）
研究

指導課
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